
説明資料

平成28年10月13日

財務省主計局

－社会保障の給付と負担等の見直しについて－

資料１
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年金

医療

福祉その他

1人当たり社会保障給付費
年金

福祉その他

医療

一人当たり社会保障給付費（右目盛）

2010
(平成22)

1990
（平成2)

1980
（昭和55)

1970
（昭和45)

1960
（昭和35)

1950
（昭和25)

（兆円） （万円）

47.4

24.8

3.5
0.1 0.7

105.2

2000
（平成12)

2016
(予算ﾍﾞｰｽ)

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成26年度社会保障費用統計」、2015年度、2016年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2016年度の国民所得額は「平成28年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成28年1月22日閣議決定）」

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2016年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

118.3
1970 1980 1990 2000 2010

2016
(予算ﾍﾞｰｽ)

国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 375.2 352.7 385.9

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.8(100.0%) 47.4(100.0%) 78.3(100.0%) 105.2(100.0%) 118.3(100.0%)

（内訳） 年金 0.9( 24.3%) 10.5( 42.2%) 24.0( 50.7%) 41.2( 52.6%) 53.0( 50.4%) 56.7( 47.9%)

医療 2.1( 58.9%) 10.7( 43.3%) 18.4( 38.8%) 26.0( 33.2%) 32.9( 31.3%) 37.9( 32.0%)

福祉その他 0.6( 16.8%) 3.6( 14.5%) 5.0( 10.5%) 11.1( 14.2%) 19.3( 18.4%) 23.7( 20.0%)

Ｂ／Ａ 5.77% 12.15% 13.66% 20.88% 29.83% 30.65%

78.3

社会保障給付費の推移
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2007年 2013年 2015年

総人口
1億2,725万人

75歳～
1,567(12%)

75歳～
1,646(13%)

65～74歳
1,630(13%)

65～74歳 1,749(14%)

万人

2025年

総人口
1億2,660万人

総人口
1億2,066万人

75歳～
2,179(18%)

65～74歳
1,479(12%)

65歳以上人口割合

（75歳以上人口割合）

団塊の世代
(76～78歳)

555万人

25.1％

（12.3％）

26.8％

（13.0％）

30.3％

（18.1％）

団塊の世代
(64～66歳)

654万人

団塊の世代
(66～68歳)

642万人

65歳～
・基礎年金受給開始
・介護1号被保険者

75歳～
・後期高齢者医療制度

（注) 団塊の世代は1947～49年、第２次ベビーブーム世代は1971～1974年生まれ。

（出典）2007年は総務省「人口推計」、2013年、2015年及び2025年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口－平成24年中位推計－」

21.5％

（9.9％）

75歳～
1,270(10%)

総人口
1億2,777万人

65～74歳
1,476(12%)

20～64歳
7,673(60%)

20～64歳
7,297(57%)

20～64歳
6,559(54%)

歳

～19歳
2,357(19%)

～19歳
2,230(18%)

～19歳
1,849(15%)

団塊の世代
(58～60歳)

673万人

20～64歳
7,089(56%)

～19歳
2,176(17%)

第２次
ベビーブーム世代

(33～36歳)
789万人

第２次
ベビーブーム世代

(39～42歳)
793万人

第２次
ベビーブーム世代

(41～44歳)
790万人

第２次
ベビーブーム世代

(51～54歳)
772万人

人口ピラミッドの変化
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年齢階級別１人当たり医療・介護費について

年齢階級別１⼈当たり国⺠医療費
（2014年）

年齢階級別１⼈当たり介護費
（2014年）

（出所） 厚生労働省「国民医療費の概況」、「介護給付費実態調査」 等

（万円） （万円）

平均
55.4万円

平均
90.7万円

平均
5.5万円

平均
53.2万円

（歳）
（歳）

うち国庫負担
7.8万円

うち国庫負担
35.6万円

約５倍約1.6倍

うち国庫負担
1.5万円

うち国庫負担
14.5万円

約10倍

平均
18.0万円

うち国庫負担
2.5万円
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高齢化の進展が財政に与える影響

7.8万円

35.6万円

1.5万円

14.5万円

○ 75歳以上になると、医療・介護に係る１⼈当たり国庫負担額が急増する。このため、⾼齢化の進展に伴い、仮に今
後、年齢階級別の１⼈当たり医療・介護費が全く増加しないと仮定※しても、2025年にかけて、医療・介護に係る国
庫負担は急増する⾒込み。
※ 実際の医療・介護費の伸びを要因分解すると、⾼齢化のほか、⾼度化等による影響がある。

65-74歳 75歳以上

1,708万⼈

1,479万⼈

1,592万⼈

2,179万⼈

2014年

2025年

１⼈当たり医療費
に占める国庫負担

１⼈当たり介護費
に占める国庫負担

（出所） 総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口（出生中位・死亡中位）」、厚生労働省「国民医療費の概況」、「介護給付費実態調査」等

約５倍

約10倍

国庫負担増

人口

医療

介護

国庫負担増

国庫負担減

国庫負担減

▲229万⼈

＋587万⼈
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20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

医療費・介護費の伸び率の要因分解

○ 医療・介護費の伸びを要因分解すると、⾼齢化などの⼈⼝動態による影響のほか、その他要因（医療の⾼度化等）
による１⼈当たり医療費・介護費の増加による影響がある。
→ 近年では、医療・介護費の伸びのうちその他要因は、幅はあるものの、医療では２％程度、介護では１％程度と

なっている。（なお、27年度の医療費の伸びは＋４％程度と、⾼い⽔準となっている。）
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0.63%
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診療報酬改定の影響
人口増減／高齢化の影響

その他の要因

介護報酬改定の影響

その他の要因

人口増減／高齢化の影響

医療費の伸び率の要因分解 介護費の伸び率の要因分解

医療費の伸び率 介護費の伸び率
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○ 団塊の世代が全て後期⾼齢者となる2025年に向けて、65〜74歳⼈⼝は微減となる⼀⽅、75歳以上の後期⾼齢者⼈
⼝は⼤きく増加する。後期⾼齢者になると１⼈当たり医療・介護費は急増するため、2025年にかけて、医療・介護
費⽤は⼤きく増加していくことになる。

○ なお、この間、20〜64歳の現役世代は⼀貫して減少する。

（万人）

⼈⼝の⾒通し

65～74歳 （左軸）

75歳～ （左軸）

将来人口の見通しと医療・介護費について

（万人）

20～64歳 （右軸）

（出所） 内閣府「国民経済計算」、総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」、厚生労働省「社会保障に係る費用
の将来推計の改定について（24年３月）」

53.8兆円

（11.2％）

60.4兆円

（9.9％）

35.1兆円

（7.3％）

54.0兆円

（8.9％）

8.4兆円

（1.8％）

19.8兆円

（3.2％）

12.2兆円

（2.5％）

14.7兆円

（2.4％）

2012 2025

年金
1.1倍

医療
1.5倍

介護
2.3倍

ＧＤＰ 479.6兆円 ＧＤＰ 610.6兆円

ＧＤＰ
1.27倍

社会保障給付費の⾒通し

109.5兆円
（22.8％）

148.9兆円
（24.4％）

その他

介護

医療

年⾦

65歳～ （左軸）
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